
アL-かぜヴズと大学

はじめに

あらゆる ｢-とは何か｣といった原理的な問い

が､普遍的な観念を追究しているようで､実は語り

手固有の条件において再生産される言説にすぎない

こと､あるいはその言説が準拠する知の枠組みを支

える前提の再確認や社会を構成する諸要素の再組織

化にとどまるにすぎないことは周知のとおりである

ように､おそらく ｢ア-カイヴズとは何か｣という

問いも､その語り手の属する時代や社会､さらには

言説空間を構成する諸条件によって形成される言表

の中で解消されることになるだろう｡ 後で見るよう

に､｢歴史的資料としてのア-カイヴズ｣｢情報公開

の一翼を担うア-カイヴズ｣などは､決して ｢ア-

カイヴズ｣固有の理念や観念を表現しているわけで

はなく､その時代や社会を構成する言説や知の様態

(例えば､実証主義的な知や民主主義的言説)に規

定されていると言えるだろう｡ しかし､そのこと

は､何も観念や理念を問うことの不可能性を意味す

るのではなく､｢何か｣と問われる普遍的なもの ･

永続的なものは､その観念や理念の個別的な必要性

が積み重ねられた地層によって構成されていること

を意味している｡ つまり､今､ここで問われる

｢ア-カイヴズ｣の理念は､一方ではその地層その

ものなのだが､他方で､個別的な規範でもある｡言

い換えれば､個別性に関する問いこそが､問われる
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ものの観念や理念を露わにすることになるのであ

り､個別的な規範の観点を欠いた問いは観念や理念

の歴史性を忘却し､特殊に過ぎないものを普遍化す

るという民に陥ることになる｡

本稿は､ア-カイヴズの理念を問うことを目的と

する｡その際､現代の大学､とりわけ国立大学とい

う場におけるア-カイヴズが考察の対象となる｡

ア-カイヴズは､とくに実践の蓄積が要請されるも

のであって､こうした原理的な問いはふさわしくな

いかもしれないが､欧米とは異なり､大学のみなら

ず､国や地方公共団体でも､決してア-カイヴズの

伝統をもっているとは言えない日本においては､ま

た公文書館法の制定や情報公開法 ･条例などによっ

てようやく制度的な位置づけが為されようとしてい

る状況においては､こうした問いも､ア-カイヴズ

論の-駒となりうるように思われる｡

1Aア-カイヴズと歴史

ア-カイヴズについて歴史的に遡るなら8£ メソ

ポタミアや古代ギリシアにまで遡るのが妥当だろう

と言われるように(1)､ア-カイヴズと呼ばれうるも

のの歴史は古い｡近代においてア-カイヴズという

語が普及する契機となったのは､フランス革命とそ

の後の1790年のArchivesNationalesの設立(2)だ

と言われるように､この語はフランス語archives
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に由来する｡フランス語archivesの語源を問うな

ら､ラテン語archivum(｢記録｣)であり､さらには

ギリシア語arkheion(複数形arkheia)であり､｢文

普(archives)を保有する場所｣あるいは ｢主席執

政官の公邸｣を意味したとされている(3)｡

ア-カイヴズという言葉の歴史 ･由来からだけで

も､すでにいくつかの問題を提起することができる

だろう｡ まず､ギリシア語arkheionは､｢執政官｣

すなわち ｢支配者｣を意味するarkheの派生語と

されており､由来において ｢ア-カイヴズ｣は権力

と密接に結びついた言葉であると言える｡それが文

書や文書を保存する施設を意味するようになったの

は､単に言葉や紙､文書の社会的配分が階層別的

である(文書という貴重な財は支配者層のもとにあ

る)からというよりも､むしろそれらを保存する意味

を考えると､そこには行政や法を執行する権力の正

統性の問題があるからだと考えるべきだろう｡ つま

り､｢ア-カイヴズ｣は､権力にとって準拠すべき言

表群であり､単に個々の行為を一連の言表によって

基礎づけるだけではなく､権力そのものの《起源≫

が言わば合法的なものであることを示す装置として

機能しているのである｡おそらく､この権力の≪起

源≫としての文書への回帰とその解釈による反復

は､聖書や教父 ･教皇の言葉､さらには11-12世

紀において ｢再発見｣されたローマ法などといった

≪聖なるテクスト≫を､法やその正統性の源泉と見

なす西欧文化にとって､根本的な特徴をなしている

と言っても良いだろう｡ 近代になって､フランスの

アルシーヴ･ナショナルに代表される市民が自らの

権利(法)関係について調べ､証拠として用いるこ

とができるようになった ｢ア-カイヴズ｣は､一見

すると､その由来と大きく異なるようにも思われる

が､必ずしもそうではない｡それらはともに､保証

する力として機能している｡すなわち､一方では､

支配者層の権力そのものを正統なものとして､ある

いはそれに基づく行為を法行為として認証する効果

が ｢ア-カイヴズ｣には期待されており､他方で､

市民の行為や財産を権利(あるいは合法的なもの)

として保証する効果が ｢ア-カイヴズ｣には期待さ

れている｡しかも､少数の執政官のための ｢ア-カ

イヴズ｣と市民のための ｢ア-カイヴズ｣という図

式は､古代と近代の権力構造をそれぞれ反映してい

ると言っても良いだろう｡

要約して言えば､｢ア-カイヴズ｣とは､権力関

係や法 (権利)関係の諸問題を､合法性の《起源≫

としてのテクストに回帰し､それを解釈によって反

復することで解決するという制度なのである｡

学問としての歴史とア-カイヴズ

しかし､このような見解が､一般にア-カイヴズ

を規定してきたと言うことはできないだろう｡ 例え

ば､日本語では ｢ア-カイヴズ｣がしばしば ｢史料｣

｢古文書｣ないし ｢史料館｣と訳されるように､ま

た英語ではarchivesがrecordsと明確に区別され

るように(4)､そこには歴史的なものという要素が膝

胎されている｡ それが何に起因するのかはともか

く､ア-カイヴズには歴史編纂(historiography)機

能があると見なされてきたのは間違いない (施設と

してのア-カイヴズが歴史編纂を担うという意味で

はなく､文書群によって歴史が編纂されるという意

味において)｡むしろ､近代においては､とりわけ

19世紀以降の諸学問における実証主義の覇権の下

では､歴史編纂 (権力としての正統性を示すことを

目的とする権力による正史編纂とは区別されるもの

としての歴史編纂)､あるいは自由な ｢学問｣(この

｢自由｣の意味について､つまり ｢学問の自由｣に

関する問題については次章で詳述する)としての歴

史研究のためのア-カイヴズという考え方の方が､

支配的だと言うこともできるだろう｡ 例えば､｢紀

元二千年というのはもうそれほど遠くないところに

来ておりますが､そうした二十世紀の終わりに当

たって､今までの一千年の歴史､伝統､つまり公文

書館というのは政府の道具である､又は､旧体制の

中では､帝国のためのものであるというふうな考え
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方､これは公文書館の伝統でありますが､こういっ

た考え方ともうーっ新しい考え方､つまり､歴史家

の研究の資料であり､そして閲覧室に集まって来る

研究者のためのサービスという新しい考え方があり

ます｣(5)と言われるように､｢学問｣あるいは知とし

ての歴史編纂や歴史研究のためのア-カイヴズとい

う考え方は､20世紀に生まれた､新たに導入され

るべき考え方として位置づけられてもいる｡こうし

た問題は､何もア-カイヴズの観念 ･理念にのみ関

係するのではなく､文書の評価 ･選別､とりわけ

｢史料的価値｣の基準の設定といった施設としての

ア-カイヴズにおける業務にも関わる問題である｡

評価選別論の辿ってきた道は､まさしく ｢学問｣と

しての歴史編纂 ･歴史研究のためのア-カイヴズと

いう考え方の登場とともにある､と言っても過言で

はない(6)｡

日本の場合､施設としてのア-カイヴズの設立運

動が､史料保存運動､とりわけ地方史研究によっ

て担われ､また歴史編纂事業と連続してア-カイヴ

ズが設置された例が､大学のみならず地方公共団体

にも少なくないこともあり､おそらく､｢学問｣と

しての歴史編纂 ･歴史研究のためのア-カイヴズと

いう考え方は自明祝されてきたと言える｡実際､史

料保存運動の成果である公文書館法(これに対して

は､運動当事者から多くの批判があることは周知の

とおりだが)は､第3条に｢歴史資料として重要な公

文書等｣の保存 ･利用を定めている｡ 保存し､利

用に供すべき公文書の評価における歴史的重要性と

いう観点は､日本におけるア-カイヴズ設立運動や

設立の経緯を踏まえるならば､必然的に導入された

ものと言うべきであろう｡

ア-カイヴズの理念の変容

しかし､近年では､各地方公共団体の情報公開

条例や､国の情報公開法の制定や､それらを契機と

した ｢アカウンタビリティー｣や｢知る権利｣(7)など

といった問題への関心の高まりをうけるようにし
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て､地方公共団体のア-カイヴズは､少なくとも

ア-カイヴズに関する認識のレヴェルでは､歴史編

纂 ･歴史研究のためのア-カイヴズから変容しつつ

ある｡例えば､設立過程においては ｢地域の歴史資

料保存のための施設｣という考え方が強かったが､

今ではむしろ ｢自治体文書館は､行政側が自らの歩

み･業務の遂行状況を記した文書 ･記録類を保存 ･

公開し､住民に対して説明責任を果たす場でもあ

る｣(8)という認識が必要であるとするア-カイヴズ

論にも見られるように､歴史編纂 ･歴史研究機能を

否定してはいないのだが､それに加えて別の機能が

導入されようとしている｡

さらに､歴史系博物館とア-カイヴズとを区別す

る必要性､いわゆるア-カイヴズの ｢アイデンティ

ティ｣が唱えられている(とくに展示論を中心に)(9)｡

これには異論もあるが (10)､ア-カイヴズの ｢アイ

デンティティ｣論が､単に来館者の増加を狙うもの

ではなく､社会的な認知を得ることを目的にしてい

ること､また社会教育機関としてではなく､｢アカ

ウンタビリティー｣を果たすという行政的機能や

｢知る権利｣に応えるという法的機能を担う機関で

あることを鮮明にすることをも目的としている点で

は､穏当なものと評すべきだろう｡ とりわけ､ア-

カイヴズが博物館等の行政による社会教育施設では

ないことを明確にしておくことは重要である｡とい

うのも､もし､ア-カイヴズが｢アカウンタビリティー｣

という民主主義の原理に基づく､あるいは ｢知る権

利｣(正確に言えば､憲法上保障されている ｢表現の

自由｣に基づく｢知る権利｣)に応える施設であるな

らば､福祉としての社会教育とは明らかに異なるか

らである｡福祉もまた近代国家に課せられた機能で

はあるが､民主主義を支える原理や憲法に保障され

た自由とは全く次元の異なる領野に属している｡こ

うした問題については､図書館 ･博物館が社会教育

法を根拠とするのに対して､公文書館法を設置根拠

とするア-カイヴズはそれらと全く法的な枠組みが

違うとする ｢法的枠組み論｣的アプローチ(ll)が､
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妥当するだろう｡

こうした近年のア-カイヴズの理念の変容は何を

意味しているのだろう(この変容については､アメリ

カのNationalArchivesandRecordsAdminis-

trationが､その ｢ヴィジョン｣としてもっとも明確

に表現していると思われる(12))｡ ここで､回り道に

はなるが､歴史編纂 ･歴史研究のためのア-カイヴ

ズという考え方を相対化するために､文書あるいは

言葉を ｢史料｣として保存するということそのもの

について触れておきたい｡

20世紀文化の特徴を ｢普遍的ア-カイヴの組織

甘organisationd'unearchiveuniverselle)｣とす

る見解がある(13)｡この ｢ア-カイヴ｣は､本稿で論

じている ｢ア-カイヴズ｣とは全く異なり､あくま

でもミシェル･フーコーがそのデイスクール理論を

練り上げる上で用いた特殊な概念であること(14)を

念頭に置かなければならないが､にもかかわらず､

敢えてここで言及しておきたいのは､先に挙げたよ

うな ｢学問｣としての歴史編纂 ･歴史研究としての

ア-カイヴズという考え方が､20世紀に生まれた

｢新しい考え方｣であるとする指摘と開通するから

である｡すなわち､｢普遍的ア-カイヴの組織｣と

しての20世紀文化とは､かつてヘーゲルの ｢絶対

知｣に代表されるように ｢すべてを知ろうとした｣

時代があったのと同じように､言葉､モノ､様々な

事象を情報に還元し､さらにこれを記録 ･保有し､

｢普遍的ア-カイヴ｣を組織することで ｢すべてを

言う｣文化を意味している(15)｡すべての文書､言

葉を歴史資料として保存しておく(しかし､現実に

は､物理的に不可能なので ｢歴史的重要性｣とい

う観点を導入する)というア-カイヴズ観は､まさ

しくこうした20世紀的なエートス､あるいは全能

性の欲望とも呼ぶべきもの(｢絶対知｣が神の如き全

能性の欲望と言われるように､｢すべてを言う｣も

また全能性の欲望と言わざるを得ないだろう)と関

係していると言えるだろう｡

｢すべてを言う｣文化(あるいは ｢情報化社会｣と

言っても良いだろう)においては､｢表現の自由｣と

いう憲法で保障された権利を持ち出すまでもなく､

｢言う｣ことはすべての人に許される｡そこで問題

になるのが､情報の配分問題である｡ア-カイヴズ

が平等に配分されなければ､｢すべてを言う｣こと

は人々に保障されないだろう｡ この点について考え

るのに､示唆に富んでいると思われるのが､情報公

開法や個人情報保護法をめぐる状況である｡

情報を公開する法と情報を保護する法とでは､一

見すると逆向きのベクトルのようだが､これらの法

は､単に情報の取扱いに関する法であるという点で

一致するのみならず､個人情報保護法が単に個人情

報保護にとどまらず､自己情報の開示請求権とその

修正を要求するコントロール権の保障をも目的とし

ていることを踏まえるならば､ともに情報の配分を

問題にした法だと言えるだろう｡ そこで想起される

のが､｢学問｣としての歴史編纂 ･歴史研究として

のア-カイヴズという考え方を20世紀の転換点と

する図式である｡その図式によると､ア-カイヴズ

とは､国家､とりわけ行政機関､司法機関や立法

機関のためのものだったが､20世紀に新たに歴史

編纂 ･歴史研究という要素が加わったとされてい

る｡それ自体､ア-カイヴズが国家の諸機関のみな

らず､歴史家や歴史に関心のある人々に開放されな

ければならないという理念を背景にしている意味

で､情報の拡散､配分される領域の拡大である｡し

かし､とりわけ民主主義社会においては､情報が分

配される領域を歴史家にまでのみ拡大する正当化根

拠などなく､その意味で必然的に有権者や納税者､

あるいはあらゆる人々にまで拡大することになった

というのが､近年のア-カイヴズに関する理念の変

容の内実だろう(16)｡

｢アカウンタビリティー｣｢知る権利｣をめぐって
では､新たに ｢アカウンタビリティー｣や ｢知る

権利｣といった観点を取り込んだア-カイヴズの理

念とはどのようなものなのだろうか｡おそらく､民
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主主義国家における主権者たる ｢国民｣-の ｢アカ

ウンタビリティー｣を果たすためのア-カイヴズ､

あるいは ｢納税者｣への ｢アカウンタビリティー｣

を果たすためのア-カイヴズ､｢国民｣の ｢知る権

利｣を保障するためのア-カイヴズ､などといった

ところが理解されやすい標語となりうるだろう｡

ア-カイヴズの意義の普及を図る意味では､こうし

た理念も重要なのだが､それらの評価には一定の留

保が必要であると思われる｡そもそも､｢アカウン

タビリティー｣や ｢知る権利｣という観点が導入さ

れたのは､開示請求権者の拡大に主たる狙いがあ

る｡つまり､史料保存の観点から閲覧制限とされる

資料が多いこと､あるいは個人情報等を含むことを

理由に情報の内容を問わず閲覧制限とされるケース

が多いこと､さらには閲覧理由を歴史研究に限定す

るなどといった制限が課されるケースがあることな

どに対して､公開を原則とする情報公開制皮や､そ

の根拠たる ｢アカウンタビリティー｣や ｢知る権利｣

の概念を対置することで､ア-カイヴズの理念を再

規定するとともに､公開対象となる情報のみなら

ず､情報の受け手を拡大するのが､この議論の効用

である｡国籍も問わない ｢平等閲覧｣がこうした議

論･の帰結となるのだが(17)､それは厳密な論理では

なく､矛盾を抱え込んでしまっている｡情報の受け

手の拡大を唱える議論が､最終的には ｢国籍を問わ

ない｣閲覧に行き着くのは必然的なのだが､果たし

て ｢アカウンタビリティー｣や ｢知る権利｣は ｢国

籍｣抜きに語ることができるのであろうか｡

要点だけを考察するにとどめよう｡ まず､｢アカ

ウンタビリティー｣とは､誰が誰に対して､何につい

て説明する責任なのか｡この譜は､その語の経済的

な含意について触れるまでもなく(18)､企業が､株

主その他の出資者に対して､委託された資産の受託

者として､収支について報告する責任を指すのが､

典型的だと言って良いだろう｡ その用法が広く浸透

するにつれ､企業の社会的責任としての消費者に対

する責任､国家の納税者に対する責任などとして用

いられるようになったが､その語は､委託…受託

の法的関係が認められる場合､あるいはそのアナロ

ジーを用いて理解することができる関係においての

み､用いられるべき言葉である｡例えば､情報公開

法第1条では､｢国民主権の理念にのっとり｣､｢国

民｣に対して､｢政府の有するその諸活動｣を｢説

明する責務｣(accountability)を定めているが､こ

れは ｢国民主権のコロラリー｣であり､政府が ｢主

権者｣である ｢国民｣の ｢信託｣を受けていること

から導き出される ｢責務｣である(19)｡もはや､明

らかなように､原理的には､｢アカウンタビリティー｣

とは､｢出資者｣である ｢納税者｣や ｢主権者｣であ

る ｢国民｣に対して負う責任としてなら用いること

が可能な概念だが (つまり､論理的には､｢納税者｣

｢主権者｣｢有権者｣｢地域住民｣など以外の人々に

対しては ｢アカウンタビリティー｣を負わないこと

になる)､｢国籍を問わない｣とするには不十分であ

る(20)｡ ｢知る権利｣も同様である｡｢知る権利｣は

憲法上の ｢表現の自由｣に基づいており､｢国籍｣

を越えることはないからだ｡

さらに ｢アカウンタビリティー｣と大学との関係で

言えば､科学技術研究に対しても ｢アカウンタビリ

ティー｣が要求されつつあることが指摘されており(21)､

明らかに ｢学問の自由｣との関係においてデリケー

トな問題が生じることが予想されるにもかかわら

ず､このように ｢アカウンタビリティー｣によって

様々な制度を正当化すると､理念として矛盾が生じ

かねないだけではなく､例えば､どのような資料を

情報として提供すべきなのかというア-カイヴズの

実践的な領域にも支障が生じるだろう｡

要するに､ア-カイヴズの≪政治的≫重要性(民主

主義における重要性とも言えるだろう)や､その利

用者の拡大の≪政治的≫な意味(民主主義の権力構

造を反映している)を考えるならば､敢えて経済的ア

ナロジーや俄かに脚光を浴びた権利概念だけに依拠

する必要はないだろう｡ むしろ､｢アカウンタビリ

ティー｣や ｢知る権利｣の効果を認めつつ､またそ
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れらが要求される社会的背景としての情報の分配問

題､それと密接に関係している権力の問題に立ち

返って､これらを補完するような概念 ･可能性につ

いて考察しなければならない｡つまり､｢アカウン

タビリティー｣や ｢知る権利｣によってア-カイヴズ

の理念を構成するにせよ､なぜそれらが現代の大学

に要請されるべきなのか (｢大学｣を､｢国｣や ｢地

方公共団体｣と言い換えても良いだろう)という問題

は避けて通れない｡その際､おそらく民主主義や憲

法上の権利といった旧来の概念だけでは､不十分な

のである｡とりわけ､｢国籍を問わない｣開示請求

権は､現実的には妥当ではあっても､理論的な根拠

づけを欠いたままで､その権利の趣旨はもちろん､

その権利の行使との関係における国家や地方公共団

体､大学などといったア-カイヴズの設置主体の位

置づけが不明瞭になる｡その権利は､どのような団

体 ･機関に対して行使でき､どのような団体 ･機関

がア-カイヴズを設置し､その権利行使に応じなけ

ればならないのかという権利(法)関係の問題でも

ある｡例えば､国公立大学は行政機関としてア-カ

イヴズを設置しなければならないのだろうか､私立

大学は設置しなくても良いのだろうか､すべての大

学の文書を一括してア-カイヴズをつくるのではな

く各大学にア-カイヴズを設置する必要があるのだ

ろうか､あるいは企業はどうだろうか｡こうした問

いに対して､個々の対応は可能であるにせよ､一定

の理念に依拠して対応することができないのが現状

であると言えるだろう｡ このような問題は､｢アカ

ウンタビリティー｣や ｢知る権利｣に関する議論の

展開を待って､あらためて対処すべきものでもあ

り､ここでは性急な論を慎まなければならないが､

いずれにせよア-カイヴズの理念としてそれらでは

不十分である以上､｢大学｣のケースを手がかりに､

ア-カイヴズの理念の可能性について考察してみよ

う ｡

2.｢大学｣をめぐって
ヨーロッパにおいて大学にア-カイヴズが形成さ

れた背景について確認しておこう｡ 中世以来の ｢大

学の設置 ･創立等の歴史的経緯を証明しうる文書 ･

記録を保有しておく必要性があったであろうこと｣

｢"都市"の法に対抗する"大学''の法の根拠を示す文

書や学内裁判の記録等を保存しておく必要があった

こと｣｢教会 ･諸侯からの寄進による土地その他の
大学財産を確認し保全するために､記録保全が必要

であったこと｣などといった ｢現実的な理由や必

要｣から大学ア-カイヴズは ｢発生 ･発達していっ

たのではないか｣､と言われている(22)｡大学という

団体固有の行政(運営)や法(規則)､財産を記録し､

保存するのが､大学ア-カイヴズの目的であった｡

なぜ､大学が独自に団体としての記録を保存しなけ

ればならなかったのだろうか｡

大学とア-カイヴズ

ヨーロッパの古い大学のア-カイヴズには､中世

の国王などの世俗権力や教会などの霊的権力によっ

て発せられた設立特許状や､様々な特権を保証する

文書が保管されており､なかでも､設立特許状は

｢それぞれの大学がもっとも大切に保管している｣

と言われる(23)｡設立特許状は､その大学の由来を

客観的に示すものであり､歴史的に価値があると判

断され大切に保管されているのは､言うまでもない

だろう｡ しかし､それだけのために保管されている

わけでもないだろう｡ 特許状､特権や財産に関する

記録は､対外的に証拠資料としての意味をもってお

り､法的な必要性から保管されてもいたのである｡

つまり､中世の大学は､排他的な特権と財産を有す

る団体であり､対外的な関係において､すなわち都

市などの競合する他の諸権力との関係において､

ア-カイヴズ(施設としてのア-カイヴズという意味

ではない)を必要としたのである｡ 言い換えれば､

ア-カイヴズは､大学という団体の自治にとって不

可欠だったのである｡
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こうしたア-カイヴズの性質は､中世の大学の法

的･政治的位置を反映していると言える｡周知のよ

うに､universityの語源であるラテン語のuniver-

sitasは､ギルドや組合などの団体を意味する普通

名詞で､学生や教師の同輩者集団の組織体を指す

言葉であった｡したがって､中世の団体がそうであ

るように､対外的な対抗関係､すなわち他の権力と

の関係性や､組織体内部の規律がその組織運営に

とって最も重要であるなどといった点を､その特徴

として挙げることができる｡ そうした意味におい

て､中世的な自治の組織体である｡ここでは､とく

に､大学が中世的な意味での自治に位置づけられる

ものであって､それを民主主義や民主制的なものと

区別しておきたい(24)｡つまり､民主主義的理念以

前のア-カイヴズの現実的な必要性は､行政的 ･法

的要請のみならず､自治にも関係しており､むしろ

本来､ア-カイヴズは､自治のような政治構造や､

権力としての自己の正統性を顕示する行為とレレ

ヴァントなのである｡

しかし､大学の中世的な自治も､近代国家におけ

る国家の主権という考え方と､絶対主義権力の成立･

教会権力の衰退によって変貌する(自治の主権との

関係については後述する)｡中世の大学の自治は､俸

給制や財政､さらには教皇や皇帝などの上位の権力

による特許状の公布などを通じて､干渉されていた

のは事実であり､決して完全な自律ではなかった(25)｡

しかし､決定的な変化が､領域内のあらゆる団体の

自治を否定する17世紀以降の絶対主義権力によっ

てもたらされたと言えるだろう｡ それは､例えば､

ヨーロッパ共通の法としてのローマ法学と教会法学

の特権的な知としてのステイタスを否定し､世俗的

な知としての自然法と領域経営の知としてのカメラ

リスムス(官房学)を奨励したのと同じように(26)､

大学そのものをヨーロッパ共通の知の担い手による

団体から､領域国家の統治組織(官僚制)の構成員

を育成するための国家内の団体 (公法人あるいは公

法上の社団)または国家機関(いわゆる営造物)-と

再編成したのである(27)｡一部の自治的な権限(例え

ば､学長の選挙権や､教授の推薦権､教授資格の

付与権など)が ｢伝統｣として国家により認められ

たにせよ､かつての大学とは異なるのは言うまでも

ない｡

しばしば言われるように､こうした国家と大学の

関係がさらに変容する象徴的な出来事が､ベルリン

大学の創設(1809年)である｡それは､営造物的で

ある点においては絶対主義期の大学と変わりないの

だが､フンボルト的な ｢大学の自由｣の理念､ある

いはフィヒテやシェリングの ｢学問の自由｣の理念

に支えられている点で異なる｡この研究 ･教育につ

いて国家から干渉されない自由の理念が､近代の

｢大学の自治｣の理論的根拠となる｡

しかし､この｢自治｣はかつての中世的な自治とは

異なる｡言い換えれば､自己の正統性を顕示するよ

うな自治とは違うのである｡例えば､フィヒテの言う

｢学問の自由｣あるいは｢思想の自由｣とは､カント

的な｢理性使用の自由｣としての｢自律｣(Autonomie)

や ｢啓蒙｣を引き継いだものと言える(28)｡カント

の ｢自律｣が他の権力によって干渉される事態を指

すHeteronomieに対置される概念であるのと同じ

ように､また ｢啓蒙｣が教会という霊的権威や国王

などの世俗権力に拘束されない ｢万事において自分

の理性を公的に使用する自由｣を意味するとされて

いるように(29)､フィヒテ的な ｢学問の自由｣もまた､

権力からの自由､さらにはキリスト教的形而上学か

らの自由を意味している｡図式化して言えば､それ

は､ローマ ･カトリック的な神学上の教義やその世

俗化したヴァージョンである絶対主義国家の教義に

対するプロテスタント的な ｢理性信仰｣の教義学の

立場から為された批判である｡

このような歴史において､ア-カイヴズはどのよ

うに位置づけられるであろうか｡それは､｢学問の

自由｣と権力との関係や､｢学問の自由｣が論じら

れた一つの契機によって示されていると言って良い

だろう｡ フィヒテの ｢学問の自由｣あるいは ｢思想
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の自由｣といった知における自由論は､19世紀に

おける自由主義がいわば革命の代替案としての側面

をもっていたのと同じように､フランス革命を意識

したものである(30)｡フランス革命が理性に関する

近代的な､あるいは啓蒙的な理念を実現したとする

ならば､それと同じ効果が ｢学問の自由｣には期待

されている｡｢学問の自由｣とは､理性的主体とし

ての諸個人の ｢権力からの自由｣をその根本的な目

的としているのであり､理性あるいは知と権力との

区別が前提となる｡

ここで想起されるのが､近代の施設としてのア-

カイヴズの代表とされるフランスのアルシーヴ･ナ

ショナルである｡その基本的な理念として ｢文書を

隠すという国家の慣行を廃し､公開すること｣が掲

げられているように(31)､それはいわば ｢文書の自

由｣を掲げているのであり､｢学問の自由｣と同じ

く､｢権力からの自由｣を意味している｡ しかも､

単に文書を ｢自由｣の下に置くこと自体を目的にし

ているだけではなく､文書に記載されている情報を

｢知る｣ことを権利として保障することを目的とし

ている｡ つまり､それは､知の ｢権力からの自由｣

というカント的意味での啓蒙の中に位置づけられる

のであり､｢理性信仰｣の教義から導き出される理

念によって支えられているのである｡もちろん､厳

密に言うならば､近年の ｢知る権利｣論は ｢表現

の自由｣に基づくものとして理解されており､この

｢表現の自由｣は ｢国家からの自由｣というよりも

｢国家による自由｣という社会権的な性格をもつも

のであることはしばしば指摘されているが､ここで

問題にしているのは､｢現代的な権利｣(人権宣言に

代表される ｢近代的な権利｣と区別される)の性質

ではなく､19世紀的な知と権力をめぐる問題であ

り､さらに言えば､知の位置の問題である｡知の位

置､知と《政治的なもの≫との関係に注目するなら

ば､カント的､あるいはフィヒテ的 ｢自由｣におけ

る知は､まず ｢権力からの自由｣を要請しており､

さらに､それが革命-の代替策であることがすでに

示唆しているように､いわばアナーキズムに連なる

≪無政治化≫を指向しているのではなく､むしろ国

家の ｢進歩｣を支えることになる(もっとも､個人

の解放という個人主義的理想が国家の ｢進歩｣と

無媒介に結び付けられる点において､無政治化の契

機を学んでいると言うことはできるが)｡そこにこ

そ､ベルリン大学以降の近代の大学が､｢公法上の

社団｣(自治的団体)と｢営造物｣(国家の一機関)と

の間を揺れ動いてきた ｢法制的二重性格｣(32)の理由

があるのであり､むしろ大学や知の権力に対する関

係の ｢二重性格｣は､法的規定や物理的条件によ

るものと言うよりは､近代的な ｢自由｣の観念に内

在する問題と言えるだろう｡

ここにおいて､ア-カイヴズが歴史という知の一

部門に仕えるものとされてきた事情の一端が露わに

なる｡ それは､大学が絶対主義権力や霊的権力に

よる拘束から脱するに際して､理性 ･知の ｢権力か

らの自由｣というフォーミュラを原動力としたのと

同じように､やはりこのフォーミュラに依拠しつつ､

さらにその知としての独自の特質を引き出した帰結

に他ならない｡すなわち､｢文書の自由｣とは､理

性的な諸個人のために国家をはじめとする権力から

解放された文書によって､知を再構築する自由であ

る(すでに述べたように､権力による正統性の顕示

としての正史編纂と､｢学問｣としての歴史編纂 ･

歴史研究とが､区別されなければならないのは､こ

のためだ)｡それが､20世紀に生まれたと言われる

｢歴史家｣のためのア-カイヴズという考え方の舞

台裏を支えているのである｡ そうした意味におい

て､大学とア-カイヴズの近代は､決して無縁では

なく､むしろ知の自由を結節点として共有してきた

と言えるだろう｡ また､さらに言えば､その自由は

国家のためであることによってのみ正当化されうる

自由であり､｢アカウンタビリティー｣や ｢知る権

利｣によってア-カイヴズの利用者が拡大されたと

ころで､理論的には常に ｢主権者｣や ｢納税者｣

といった枠組みを外せないのは､おそらくこの ｢権
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力からの自由｣に淵源するのだろう｡

しかし､例えばドイツでは､｢フンボルト的理念

から決別せねばならなくなったこと､国家と大学と

の距離を保つことができなくなったことは明白であ

る｣(33)と言われているように､｢権力からの自由｣

としての大学､さらに知は､もはや過去の遠別であ

ろう｡ このことは､狭義の政治権力､あるいは行政

権力のみに限定せず､大学を取り巻く様々な環境を

踏まえるならば､明らかだろう｡ とりわけ､近年の

日本では､国立大学の ｢大学法人｣化をはじめと

して､19世紀以来の国家と大学との関係が再検討

されている｡ここでは､｢権力からの自由｣に支え

られてきたものとしての大学とア-カイヴズの変容

と今後の可能性について考察することを目的に､と

くに ｢学問の自由｣から導き出された ｢大学の自

治｣と密接に関係する問題である ｢法人｣化をめぐ

る論議に注目してみたい｡

現代における大学と国家

しばしば指摘されているように､国立大学の ｢法

人｣化は､行政改革(省庁再編と公務員削減を主た

るテーマとしていた)の一環として構想されており(34)､

当初は ｢独立行政法人化｣として検討されていた｡

そもそも ｢独立行政法人｣は､公法人/私法人と

いう古典的な図式に対する異議､つまり公/私や国

衣/社会といった二元論に対する異議を背景に現れ

た ｢中間法人｣や ｢特殊法人｣と呼ばれるものの流

れを汲み､とりわけ ｢行政主体｣として国とも地方

公共団体とも区別されるべきものを指す｡しかし､

｢行政主体｣としての ｢独立行政法人｣は､必ずしも

国 ･地方公共団体と区別された固有の権利利益を

認められるわけではなく､また ｢行政主体｣である

ことに注目すること自体､公/私の古典的な図式に

囚われている､などとしてすでに批判されている(35)｡

すなわち､法解釈学上の概念としても､また現実を

把握する概念としても､適切ではなかったわけだ

が､敢えてこれを国立大学に適用する狙いはどこに
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あったのか｡

行政改革会議において独立行政法人制度の導入

に参画した立場からの説明によると､要約すれば､

その目的は国家行政 ･財政の ｢減量｣にある(36)｡

｢減量｣とは言っても､イギリスのエージェンシー

制度のように､行政の実施部門(企画立案部門と区

別された)に権限行使の自由を与えることで ｢業務の

効率化｣を図るわけではなく(この点については疑問

の余地もあるが)､あくまでも実施部門の ｢組織上

の独立性｣を主眼としている｡その ｢独立性｣を高

めるという意味で､これは ｢特殊法人｣を踏まえた

制度であり､さらには ｢改良型の特殊法人｣である

とも言われる｡どのような点において ｢改良型｣な

のだろうか｡評価システムの確立が ｢改良｣点と言

えるだろう｡ すなわち､所管の府省および総務省に

設置された評価委員会､外部評価システムである｡

しかし､こうした特殊法人からの改良点にこそ､と

りわけ大学の場合､問題があるとする見解もある(37)｡

それによると､改良点である評価システムは､二つ

に分節される｡まず､主務大臣をはじめとする中央

の行政権力と大学とを､企画立案部門 (｢頭｣)と

実施部門(｢手足｣)というアナロジーで捉える方法自

体が､大学には適さないものとして批判される｡す

なわち､評価システムを通じて､｢頭｣が ｢手足｣を

コントロールするのは､｢学問の自由｣の侵害である

という批判である｡しかし､他方で､｢大学も国民

の税金で賄われている以上､その運営について透明

性 ･アカウンタビリティーが確保されなければな

ら｣ず(38)､そのための評価システムは必要である｡

そこで､大学を行政組織の図式から外し､かつ ｢学

問の自由｣による自治性を保障するために､｢学術

公法人｣とすべきだと提唱されている｡つまり､地

方公共団体のような公法人とすることで､行政組織

の ｢手足｣ではないことを明示し､また ｢国民｣に

対しては行政組織としてではなく､独自のアカウン

タビリティー等の責任を負うという考え方である｡

すでに見たように､｢公法人｣という概念について
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は､現代的な公共性の概念(例えば､古典的な ｢公｣

とも ｢私｣とも異なる ｢市民的公共性｣など)に対

応し得ないことから､異論も当然ありうるのだが､

重要な論点が提起されていると言って良いだろう｡

すなわち､自治の問題とアカウンタビリティーであ

る｡これらは､国立大学固有の問題ではなく､近年

の地方分権をめぐる動向や､あるいはすでに地方公

共団体のア-カイヴズがアカウンタビリティーの担

い手として要請されていることなどを踏まえるな

ら､行政と自治に求められる規範をめぐる問題とし

て捉える必要もあるだろう｡ その意味では､大学や

そのア-カイヴズをめぐる状況は､地方公共団体や

そのア-カイヴズをめぐる状況と､決して無縁では

ない｡

大学(国立大学だけではない)が置かれている現代

的な状況とはどのようなものか確認しておいても良

いだろう｡｢第三世代の大学｣という言葉によって
問題が提起されているが(39)､これは､近代国家と

大学の関係､大学と社会の関係､あるいはそこに求

められる規範を的確に要約しているように思われる｡

まず､｢第一世代の大学｣とは､中世的な団体と

しての大学であり､ここでの関心にそくして言い換

えれば､ア-カイヴズが自己の権力の正統性を顕示

するために用いられるような独立した(あるいは､

文字通り､自律的な)組織体である｡やがて主権国

家システム､さらには資本主義システムが確立さ

れ､帝国主義的なものが現れると､大学は ｢第二世

代の大学｣として再構成される｡｢第二世代の大学｣

は､例えば､1886(明治19)年の帝国大学令第1条

｢帝国大学ハ国家ノ須要二応スル学術技芸ヲ教授シ

及其鑑奥ヲ致究スルヲ以テ目的トス｣という文言に

象徴されるような､その国家との結びつきと､また

その日的を果たすための ｢学問の自由｣に代表され

る国家の権力からの自由を､その特徴とする｡とり

わけ､この ｢自由｣はドグマテイズムに陥り､｢排他

性｣をもたらしたとされる(40)｡｢第三世代の大学｣
は､この ｢第二世代の大学｣の ｢終わり｣を宣告

するものではない(41)｡｢第三世代｣と ｢第二世代｣
との差異は､｢第二世代｣の｢機能不全｣を宣言する

ことにではなく､｢第二世代の大学｣が ｢とらわれ

ていた制度的な限界を､さまざまな水準で詳細に分

析し検討しなければならない｣という規範､あるい

は使命にこそ求められるべきだろう(42)｡おそらく､

この規範は､数値化されて為される報告や説明とし

てのアカウンタビリティーとは区別されるべきだろ

う(43)｡そのような意味でのアカウンタビリティーと

は異なる批判的な検証が求められているのであり､

開かれた検証による19世紀的な ｢自由｣のドグマ

テイズムの克服が求められている､と言えよう｡

少なくとも､大学の法人化をめぐる論議は､19

世紀以来の国家と大学との関係を清算することを目

的に為されていると言えるだろう｡ 法人化は ｢『何
も変えずにおくために､すべてを変えたかのごとく

に見せかける』ための､行政が政治に対して仕掛け

た巧妙な民｣とも言われてはいるが(44)､何かが清

算されつつあるのも事実である｡例えば､大学が国

家のために存立するという前提は崩れ､それととも

に､19世紀的な ｢自由｣はドグマテイズムに陥り

｢排他性｣をもたらすに至ったと認識されるように

なった｡そこに要請されているのは､｢排他性｣を

克服するための公開性であり､アカウンタビリ

ティーを越える規範であろう｡ 言い換えれば､｢自

由｣のドグマテイズムから抜け出すことによって

｢排他性｣に陥った自治を問い直し､大学という制

度体の公開性を確保し､さらには主権国家の論理と

企業経営の論理の折衷物としてのアカウンタビリ

ティーを越えて ｢開かれた大学｣を根拠づけること

が求められているのである｡

すでに見てきたように法人化をめぐる立場は様々

である｡しかし､いずれにせよ､自治の制度上の位

置 ･基盤が揺らぎ､それと関連するようにしてアカ

ウンタビリティーやそれを越えるものが要請されて

いるのも事実である｡言うまでもないが､これらは

ア-カイヴズの理念にとって決定的な問題である｡
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3.自治について

なぜ､大学に開かれた施設としてのア-カイヴズ

が必要なのか｡この問いについて､パラドクシカル

かもしれないが､｢自治｣の概念を起点にして､考

察してみたい｡

｢自治｣概念をめぐって

すでに見てきたように､近年の大学には公開性が

求められている｡また､周知のように､各大学では

評価 ･点検の報告書の類を提供している｡これは､

行政機関や地方公共団体に求められている広義の情

報公開(つまり情報公開条例による開示請求権とい

う狭義の情報公開のみならず､情報提供制度も含

む)と同じ趣旨に基づくものとして理解して良いだろ

う｡ こうした現象をアカウンタビリティーによって

説明するのは､容易ではある｡税金の委託者たる

｢納税者｣に対する受託者たる行政機関･地方公共

団体の報告 ･説明する責任という論理である｡しか

し､すでに述べたように､｢納税者｣以外の人々に

対する責任がないということになるとか､あるいは

大学に関して言えば､国立大学や公立大学はアカウ

ンタビリティーを負うが､私立大学は設置形態から

すれば必ずしもその限りではないなどといった問題

があるのも事実である｡この点は､アカウンタビリ

ティーがそもそも､行政の民主的コントロールや､｢自

治体｣における自治-の参加を可能にするための手

段として考えられていることと関係している｡要す

るに､｢有権者｣のための制度なのである｡ した

がって､国籍をもたない者や住民票をもたない者は､

原理的には､考慮されていないことになる｡これを

大学に当てはめて言うならば､大学行政の ｢民主的

コントロール｣や団体としての大学の自治への参加

のためのアカウンタビリティーということを意味し

ており､その責任を負うのは､教職員や学生に対し

てであるということになる｡こうしたことが ｢開か

れた大学｣と言われる時に問題にされているわけで

はないだろう｡

ここで重要なのは､求められているのが (大学､

行政機関､地方公共団体を問わず)､参加のための

手段としての情報ではなく､情報の公開性そのもの

であるということを認識することである｡ もちろ

ん､得られた情報は､行政機関や地方公共団体､

大学などの経営(アカウンタビリティーの委託一受

託のアナロジーが示しているように､｢経営｣とい

う言葉がふさわしい)に参加する上で役に立つこと

だろう｡ しかし､それは公開性のもたらす効果に過

ぎない｡情報の公開性の要求の核心は､情報の分配

であり､あらゆる人にそれが保障されることにあ

る｡それが民主的な制度として考えられるのは､情

報が一種の財や､政治システムを動かすための挺子

として考えられているからなのだが､そのような効

果だけが期待されているわけではなく､おそらく公

開性自体(情報がすべての人に開かれているというこ

と)が求められるのは､まさに ｢開かれた｣という

言葉が示しているように､国家内部や団体内部での

排他的な分配問題のためではなく､外部を前提して

いるからである｡言い換えれば､ある組織体とその

外部との関係性を再構築することが問題となってい

るのだ｡ここで問われているのは､自治である｡

近年では､主権国家という枠組みが現代の≪市民

社会≫や≪国際社会≫には馴染まないものとして評

判が悪く､また地方自治法改正をはじめとする分権

改革が進められ､自治が再び脚光を浴びている｡こ

こで ｢再び｣と言ったのは､明治期における地方自治

制度に関する論議を踏まえている｡この数年の地方

分権に向けた改革は､この明治期以来の自治に関す

る言説を清算するものとして位置づけられる(45)｡自

治をめぐる問題状況(とりわけ公開性について)を検

討するために､ここで近代国家と自治との関係がど

のように位置づけられてきたのか確認しておいても

良いだろう｡

日本で､最初に本格的に(導入すべき制度という

観点から)自治について論議されたのは､1887(明治

20)年1月に設置された内務大臣山嚇有朋を中心と
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する地方別度編纂委員会においてである｡同委員会

は､市制 ･町村制および府県制 ･都制の原案作成

を目的としていたが､この時それらを主導したのは

内閣･内務省の法律顧問を務めたアルベルトモッセ

だった｡同委員会がモッセを迎えたのは､プロイセ

ン流の地方制度を導入するためであり､要点だけ言

えば､国家の君主制的かつ自由主義的な編成 ･組

織化を行うためだった｡すなわち､封建秩序におけ

る教会 ･職能団体 ｡都市 ･村落共同体などといっ

たかつての中間権力の団体自治をいわば特権として

保障する代わりに､君主の下でそれら団体に諸個人

の組織化を担わせるという図式である｡結局､府県

別 ･郡制については論議を呼び､大幅な変更が加え

られて成立したのは周知のとおりだが､ここで重要

なのは､自治の位置づけである｡すなわち､ここでの

自治とは次のような言明に集約される｡｢中央集権

主義に対する反動- 連邦主義､地方分権主義､等

族的組織… は､大部分君主制的であり反民主制的

である｣(46)｡

近年の分権改革が目指すのは､単に ｢自治体｣の

権限を拡大することではなく､こうした ｢講壇法学｣

的な自治概念(47)そのものの刷新である｡ しかし､

その際､依拠されるのは､かつてのカント的な自律

の観念から導き出される外的権力からの ｢自由｣で

はない｡むしろ､外部性との連関や分節が強調され

る｡｢補完性(subsidiarity)の原理｣と言われるよ

うに､排他的な自治が求められているのではなく､

基礎自治体(市町村)･広域自治体(都道府県)･国

家 ･国際機構と分節化された構造における民主制が

理想とされている(48)｡とはいえ､この分権改革が

単なる≪民主化≫ではないことは､この改革が行政

改革として行われてきたことから容易に理解でき

る｡ 分権という権限委譲は､敢えて ｢講壇法学｣

的な言葉で言えば､必ずしも ｢住民自治｣を目的に

しているのではなく､むしろ ｢団体自治｣に力点が

置かれている｡｢団体自治｣を ｢自己責任｣や ｢自

己決定｣などといった流行りの言葉で言い換えてし

まえば､あたかも≪民主化≫のようにも思われるが､

そこでの ｢自己｣とは ｢団体｣という法上のフイク

テイヴな ｢自己｣でもある｡その意味では､この自

治はかつての ｢反民主制的｣な自治と大差がないの

だ｡せいぜいコストの削減という効率化が目標とし

て掲げられ､経営理論的な組織論が審級として加

わったに過ぎないだろう｡ それが《民主化≫となる

には､もう一つの方法､｢住民自治｣の方法として

の運営の透明性が必要となる(49)｡しかも､分節化

された民主政治の構造であるためには､基礎自治

体 ･広域自治体 ･国家 ･国際機構の各レヴェルで

の透明性 ･公開性が前碇となるだけではなく､｢住

民｣以外を排除する閉鎖性 ･排他性という19世紀

的な ｢自由｣に､あるいはさらに言えば近代的な人

権概念そのものに由来する問題が残る(50)｡その意味

では､自治は､効率化の観点から促進されつつある

ものの､≪民主化≫としては課題を多く残している(そ

れが近代的な領域的秩序を前提にしているという意

味において)と言わざるを得ない｡

｢自治｣と大学

大学の場合､自治は ｢学問の自由｣から導き出

されるものなので､｢住民自治｣としての地方自治

とは区別されなければならない､と言われる｡もと

もと､大学における研究と教授の自由と解されてき

た ｢学問の自由｣が､｢大学の自治｣として解釈さ

れるにはそれなりの仕組みが必要であった(51)｡そ

れが ｢制度的保障｣や ｢制度体保障｣と呼ばれる

ものである｡ すなわち､本来､近代国家において

は､家族や地方公共団体などの共同体の ｢基本権｣

は存在する余地などなく､それら共同体の諸権利も

｢真の基本権｣ではないが､それら共同体は伝統的

な制度として憲法典上保障される､とする論理であ

る(52)｡憲法典上､｢制度体｣として保障されるとい

う意味では､大学と地方公共団体を区別する理由

はない (それぞれの自治が憲法典上のどの条文を根

拠とするかについて違いはあるが)｡｢制度体｣とし
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て有する権利が異なるに過ぎない｡しかも､いずれ

も､主権国家という近代的な枠組み､すなわち､国

家が自らの至高性(主権)を主張し､その領域内のあ

らゆる中間権力を原理的には否定し平準化する(辛

等原理)構造においては､｢特権｣的な位置にあるの

は間違いない｡≪民主化≫に焦点を合わせるならば､

制度体内部の閉鎖的な民主化を図るよりも､むしろ

平等原理を掲げる主権国家における ｢特権｣として

の自治という制度体の外的な位置づけにこそ可能性

があるように思われる｡

興味深いことにも､分権改革も国立大学法人化

も行政改革を大きな契機としている｡分権改革がコ

スト削減という側面を持っているように､国立大学

法人化もそれとは決して無縁ではないだろう｡2001

(平成13)年4月に文部科学省に設けられた ｢国立大

学等の独立行政法人化に関する調査検討会議｣の

｢最終報告｣(2002年3月26日)が､｢大学の自治｣

に代えて ｢大学の自主性 ･自律性｣という語を用

い､そこに大学運営の合理化という観点が導入され

ていることが指摘されているように(53)､法人化は

従来の自治と一線を画している｡すなわち､｢教員

団による運営｣から､｢主に経営の観点から､その

能力等を判定されて大学の管理運営に携わる管理職

者､および､同様の観点から､その所掌事項と権限

とを決定され､その構成員を選任される大学運営組

織｣としての ｢管理者｣による運営に転換されよう

としており､これが ｢『同僚であること』の相互規

定によって結合した者の集団｣としての｢教員団｣に

より構成された大学という制度に反する､と言われ

る(54)｡その意味では､｢大学の自主性 ･自律性｣と

いう標語にもかかわらず､改革の主眼は､大学に保

障された自治という｢特権｣の否定にあると言える｡

なぜ ｢特権｣が否定されるのだろうか｡一見する

と､主権国家における平等原理が完遂されなければ

ならないからのようにも見える｡ しかし､他方で､

分権改革という主権国家の後退のシーンが同時に展

開していることを踏まえるならば､それは一貫性を

-35-

ア-カイヴズと大学 (裏戸)

欠いた理解に他ならない｡国立大学法人化も分権改

革も行政改革を契機としていることを踏まえるな

ら､財政が問題になっているのであり､コスト削減

が目的であると解するのが穏当であろう｡ それは､

国家のためであり､｢納税者｣のためである､と言う

こともできるだろう｡ しかし､それは《民主化≫ではな

い｡コスト削減が ｢管理者｣中心の運営をもたらすよ

うに､それは≪民主化≫とは区別されなければなら

ない｡こうした現象は､絶対主義以降の公的領域が

家政的な､すなわち経済的な審級によって(55)､まさ

しく≪経営≫されてきた効果なのである｡

したがって､こうした改革が直ちに民主的なもの

や開かれたものを意味するわけではないことは明ら

かだ｡とりわけ､公開性 ･透明性が､誰にとっての

ものなのかを明確にしておく必要がある｡すでに述

べたように､｢アカウンタビリティー｣で説明され

る公開性は､｢納税者｣や ｢国民｣に対するもので

あり､理論的には主権国家の枠組みで理解されるも

のである以上､現在求められているような公開性と

は敵歯がある｡のみならず､経済的アナロジーが､

過剰な公開性にとって､必ずしも有効であるとは言

えない｡純粋な経営的観点からすれば､とくに､現

用ではなくなった文書(ア-カイヴズ)を閲覧に供す

るために保有するのは､その費用に見合う効果など

期待できず､財の ｢委託者｣たる ｢納税者｣にとっ

て過剰な負担であるということになり､結局､公開

性も効率性に準拠せざるを得なくなるだろう｡

｢開かれた｣自治とア-カイヴズ
では､公開性は何を論拠とすべきなのか｡ここに

おいて､自治を再検討する余地がある｡ しかも､

｢補完性の原理｣によって刷新された自治ではなく､

｢特権｣として認識される自治である｡ すなわち､

身分的な存在としての大学である｡近年の大学改革

は､この身分的存在としての大学を廃止しようとす

るものであり､｢大学人の身分的地位の平民化をめ

ざすこと｣を意味するとも言われているが(56)､こ
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こでは敢えて ｢特権｣としての自治という観念に依

拠したい｡

｢学問の自由｣やそれに基づく ｢大学の自治｣が

自明の権利のようにして考えられてしまっては(例え

ば､生得の権利のようにして)､もはや公開性につ

いて論じる余地などないだろう｡ しかし､もしそれ

らが伝統的な制度として､あるいは ｢国家のため｣

という条件の下で承認された権利であり､一種の

｢特権｣であるならば､どうだろうか｡｢特権｣が直

ちに何らかの義務を生む(まるで利益を還元するか

のように)と考えるべきではないが､法上の人格と

して､つまり主体としての身分を有する限りにおい

て､何らかの責任を負うのは間違いない｡誰に対し

て責任を負うのかと言えば､国家に対してである｡

ただし､それは､領域内での国家の至高性(主権)

を前提とする世俗化した一神教的な論理である｡

｢補完性の原理｣にも見られるように､こうした論

理がもはや信仰の対象たりえなくなっている｡その

ことが意味するのは､国家もまた一つの身分である

という側面が露わになるということだ｡国家(state,

畠tat,staat)の語源であるラテン語statusは､動詞

stare(立つ)の派生語であり､｢立っている状態｣を

意味し､そこから転じて ｢身分｣や ｢状態｣を意味

するようになった｡要するに､国家は一つの身分で

ある｡さらに言えば､この国家を構成する ｢国民｣

もまた身分であり､｢国民｣としての諸権利は､本

来､この身分に伴う権利であり､そのことは ｢外国

人｣が ｢国民｣とは異なる扱いを受けることが明示

している(57)｡主権国家とは､諸身分の権利の承認

主体としての地位を国家というある一つの身分が占

有している状態をも意味しており､主権という一神

教的なフィクション(法的な技術)が国家という身分

によるその占有の正統性を表象しえなくなったとい

うことは､権利の承認主体としての地位が分有され

うる､あるいは近代の領域的な身分構成そのものが

動揺している､ということを意味するだろう｡

｢大学の自治｣という ｢特権｣は､大学という身

分に対して国家が承認した権利である｡そのため､

大学は国家に対して責任を負うのだが､もし承認主

体という地位が国家以外にも分有されうるのなら､

あるいは領域的な身分構成が変容しつつあるのな

ら､事情は異なる｡大学がこの ｢特権｣を享受しう

るには､承認主体となりうるあらゆる主体に対して

責任を負うのであり､しかも近代的な身分構成自体

(とりわけ ｢外国人｣や難民の権利の問題)が問題に

されている現代においては､事実上､潜在的なもの

も含むあらゆる主体(基礎自治体､広域自治体､国

家､国際機関はもちろん､｢住民｣｢国民｣などと

いった領域的･近代法的なカテゴリーに拘束されな

い主体概念)に対して責任を負うと考えて良いだろ

う｡ 言い換えれば､この責任は､名宛人を欠いた責

任であり､不特定多数の主体からの呼びかけに対し

て ｢応答する(respond)｣ことができるという意味

での ｢責任(responsibility)｣である｡

こうした自治という ｢特権｣のあらゆる主体に対

する要求とその責任という論理が､｢特権｣を有す

る主体の公開性 ｡透明性､公開すること自体を目

的とした公開性の論拠となりうる｡というのも､公

開性 ･透明性は､それが主体としての責任である限

りにおいて､｢特権｣の承認の必要条件であろうか

らだ (十分条件ではない)｡ここにおいて､現代の

ア-カイヴズの数ある位置のうちの一つが明らかに

なる｡すなわち､｢特権｣としての自治に伴う責任

を果たす(応答する)という役割である｡これが ｢ア

カウンタビリティー｣や ｢知る権利｣といった論理

と異なることは言うまでもないが､敢えて確認して

おくなら､まずこれは経済的アナロジーの持つ危う

さとは無縁であり､また ｢国民｣や ｢納税者｣と

いった特定の身分のみを対象とする排他的な責任と

も異なる｡この責任は､政治や行政への参加のため

の手段を保障する責任ではなく､公開性をその要件

とする主体の責任である｡そのため､国籍をも問わ

ない ｢平等閲覧｣の論拠となりうる｡

ある観点からすれば､これは権力(団体という中間
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権力としての身分)としての正統性を顕示するため

のア-カイヴズというかつてのア-カイヴズと近い

ものにも見える｡大学を一つの身分､さらには団体

という権力として捉える点では近い立場にある｡し

かし､決定的に異なるのは､かつてのア-カイヴズ

には≪起源≫への遡行によって､その正統性が保証

されるという完結した(閉鎖的なと言っても良いだろ

う)法秩序内部での(特定の身分間での)役割が求め

られていたのに対し､潜在的なあらゆる主体を相手

に ｢応答しなければならない｣という意味におい

て､この責任を果たす場としてのア-カイヴズにお

いては既存の法秩序内部での正統性の保証は最終的

な目的とはされず､むしろ絶えず､しかも身分を問

わず公開されているということ自体が目的となる点

である｡つまり､ここでの ｢自治｣は､既存の(閉鎖

的な)法秩序内部での主体性 ･自律性の主張ではな

く､絶えず開かれていることでのみ主体であり続け

ることができるということを意味しているのであ

り､主体としての身分が承認されることで最終的に

その ｢特権｣が保障されることなどなく､常に承認

されるべく責任を果たし続けなければならないこと

を意味する｡ 自治が ｢伝統｣に許される ｢特権｣

であるならば､ここでの ｢伝統｣には公開性が新た

に含まれなければならない｡そこではア-カイヴズ

は正統性を示す証拠として用いられるのではなく､

応答し続けるという責任を果たすために用いられる

に過ぎない｡そこでの正統性は､いわば自己の存在

理由を自己の内部に求めるような､あるいは自己の

存立する基盤を自ら築き上げるようなパラドクシカ

ルな自律性のフィクションから生まれるのではな

く､≪他者≫との関係性の中にのみ見出されるもの

となる｡その意味で､ア-カイヴズは制度体の主体

としての要件を示すためにあるのではなく､ア-カ

イヴズを通じて開かれていること(応答すること)に

よってのみ､制度体は主体としての要件を満たすこ

とができる､ということになる｡

おわりに

このような意味での ｢自治｣を起点とするなら

ば､ア-カイヴズと大学との関係についていくつか

のことを指摘することができる｡まず､設置形態に

かかわらず (ここにおいては ｢国立｣や ｢公立｣と

｢私立｣とを区別する理由はない)､｢学問の自由｣

としての自治という ｢特権｣を享受する限りにおい

て､大学は公開性 ･透明性を必要とする｡その際､

ア-カイヴズがその一翼を担うのに適しているのは

言うまでもないだろう｡ そのことは施設としての

ア-カイヴズを必ず設置しなければならないという

ことを意味するわけではなく､文書としてのア-カ

イヴズが何らかの形式であらゆる主体に公開されて

いれば良いのだが､施設としてのア-カイヴズがそ

の責務を果たすのに最適であるのも事実である｡

また､近年では､大学は自己点検 ･自己評価な

どと称して数億化された報告書を発行しているが､

｢アカウンタビリティー｣に基づくこの種の情報提

供は､公開性に向けた一歩であるのも事実だが､ま

ずその情報が限定されたものであり､また数値は情

報ではあるものの､主体としてのあり方を示す手段

としては十分ではない｡のみならず､その提供の対

象が限定されるため (すでに確立された主体に対し

てのみ提供される)､公開性として不十分なのは明

らかだ｡この点において､ア-カイヴズは､｢自治｣

に伴う責任という理念に基づいた ｢平等閲覧｣を原

則とするならば､あらゆる主体に対する公開性を確

保することができる｡

大学におけるア-カイヴズの役割が明らかになる

だけではなく､ア-カイヴズ自体のあり方も見えて

くる｡自治という ｢特権｣を享受する団体としての

ア-カイヴズが必要なのであって､個々の構成員の

個人的な記録は必ずしも必要とはされない｡これは

情報公開制度における ｢行政文書｣の定義とも開

通する問題でもあるが､大学の場合､とりわけ研究

者個々の研究 ･教育の問題と関連している｡すなわ

ち､研究者が大学という団体の身分においてのみ得
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られた研究や教育に関わる事柄 (言い換えれば､大

学という施設によって得られたのではなく､大学の

構成員という身分がなければ得られなかったであろ

う研究や教育に関わる事柄)や､身分に伴う職責遂

行に関わる事柄は､当然､ア-カイヴズに含まれな

ければならないが､研究者のあらゆる研究内容 ･教

育内容が含まれることにはならない(これらに関して

は､個々の研究者の責任において公表されるべきも

のである)｡また､さらに言えば､ア-カイヴズは単

に大学や学問､研究者たちの歴史を編纂 ･研究す

るためのもの､あるいは歴史という知に仕えるもの

ではなく､大学という団体のあり方を公開するため

にある｡したがって､ア-カイヴズは､知における

サーヴィスという考え方ではなく､その設置主体で

ある団体の公開性という規範に基づくことになる｡

また､大学とア-カイヴズとの関係をめぐる問題

から逸脱することになるが､敢えて言えば､もはや

ア-カイヴズの ｢アイデンティティ｣も､問題では

なくなる｡前述したように､｢法的枠組み論｣から

ア-カイヴズを歴史系博物館等の社会教育機関とは

異なるものとして示すことができるのは明らかだ

が､それに加えて言えば､社会教育機関が ｢住民｣

や ｢国民｣の福祉を目的としているのに対して､

ア-カイヴズは領域的･近代的カテゴリーに拘束さ

れないあらゆる主体に対して開かれたものであり､

特定の身分を対象とするものではない｡さらに言え

ば､例えば､自由主義と社会主義によって福祉はそ

の評価が異なるように､福祉が政治的な立場によっ

て価値の異なるものであるのに対して､ア-カイヴ

ズは､その団体が主体として存立するための (ある

いは承認されるための)要件である公開性を担うも

のである限りにおいて､政治的な立場に関係なく､

その重要性が認知されなければならない｡

ここでは､とくに現代の大学との関係における

ア-カイヴズの理念について考察してきた｡そのこ

とが意味するのは､ここでの関心である ｢自治｣を

起点にしたア-カイヴズの理念の可能性が､決して

普遍性を持つものではないということである｡のみ

ならず､分権改革同様､国立大学の改革もこれか

らの課題であって､現時点では改革を見越した議論

が性急であるのは､言うまでもないだろう｡ あるい

は､実践の蓄積を欠いた理念論に過ぎないことも踏

まえるなら､机上の空論の誇りも免れまい｡しか

し､一連の改革が行政改革の副産物となり､単な

る効率性に準拠した経営的発想に陥らないために

は､経済的審級に代わる理念が必要であるように､

またア-カイヴズにおける ｢平等閲覧｣という理想

が実質的な理念によって確固として基礎づけられる

ためには､従来の領域秩序を前提にした理念では不

十分であるように､事態の内実をむしろ先導すべき

何らかの規範が必要であるのも事実である｡それら

の領域は一見無関係のようだが､｢自治｣という観

点から見れば交錯しており､またその交錯した関係

の中からがそれぞれの領域において規範となるもの

が形成されうるのではないか｡それを≪民主化≫と

言ってしまえば､容易に理解できるのだが､従来の

領域的なものではない以上､正確にフォーミュレイ

トしているとは言えない｡いずれにせよ､過去にお

いてア-カイヴズが権力関係の中で機能していたよ

うに(寡頭制 ･君主制 ･民主制にそれぞれ身丈をあ

わせて機能してきたように)､現代におけるア-カ

イヴズもまた ≪政治的≫な条件の中で練り上げられ

ることになるだろう｡

[註]

(1)石原一別 ｢欧米における記録管理｣安藤正人･

青山英幸編著 『記録史料の管理と文書館』北海道

大学図書刊行会､1996年､453ページ｡

(2)正確に言うと､1790年9月7日のデクレ(政令)

によって設立されたが､アルシーヴ･ナショナル

の ｢基本となるテクスト｣は､1794年6月25日の

法律であるとされている｡ その法律が ｢基本｣と

されているのは､｢国のアルシーヴを一つに集める
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こと｣｢それまでの文書を隠すという国家の慣行を

廃し､公開することを確立したこと｣｢国レヴェル

のア-キヴイストのネットワークを創ったこと｣と

いう三点を確立したためである､とされている｡ア

ルシーヴ･ナショナルのホームページ (http://www.

archivesnationales.culture.gouv五/)､参照｡

(3)Cf.Dictionnairee'tymologiquedelalangue

francaise,sixiとmeedition,PressUniversitaire

deFrance,1975.

(4)フランス語archivesは､例えば､archivescon-

temporainesという表現があるように､archives

という語が直ちに歴史的文書を意味するわけでな

い｡日本語の ｢史料｣という訳し方は､records

とarchivesとを峻別する英米系の使用法を踏まえ

ているのだろう｡

(5)ジャン･フアビエ ｢二十世紀のアーカイブズ-

フランスの諸問題- ｣『北の丸- 国立公文書
館報- 』第22号､1990年3月､83-84ページ｡

(6)文書の評価 ･選別における歴史的観点の問題を

指摘したものとして､富永一也 ｢評価 ･選別を難

しくしているものは何か｣『沖縄県公文書館研究紀
要』第2号､2000年､参照｡また､最近の評価 ･

選別論の動向を紹介しているものとして､安藤福

平 ｢評価選別論の課題｣『広島県立文書館紀要』
第6号､2001年､参照｡

(7)情報公開条例における開示請求権が､憲法上の

｢知る権利｣を具体化したものか､条例によって創

設されたものかについて争いがあるが､ここでは

立ち入らない｡山口和秀 ｢表現の自由(2)｣樋口

陽一編著 『講座 ･憲法学 第3巻 権利の保障』

日本評論社､1994年､参照｡

(8)西向宏介 ｢地方自治体文書館の性格について

- 広島県立文書館設立史の考察-｣『広島県
立文書館紀要』第6号､2001年､68ページ｡

(9)例えば､柴田知彰 ｢記録史料の展示に関する-

試論｣『秋田県公文書館研究紀要』第3号､1997
年､や､西向宏介 ｢広島県立文書館における展示

活動の課題｣『広島県立文書館紀要』第5号､
1999年､参照｡

(10)例えば､鹿毛敏夫 ｢文書館展示のアイデンティ

ティ- 記録史料展示の理論と実践｣大分県先哲

史料館 『史料館研究紀要』第6号､2001年､参

照 ｡

(ll)富永一也 ｢公文書館論｣『沖縄県公文書館研究
紀要』第3号､2001年､参照｡

(12)それによると､｢ナショナル ･ア-カイヴズは､

古い歴史がホコリまみれになって蓄積されたもの

ではない｡それは､我々の民主主義がよってたつ公

共の委託物である｡それによって人々は､政府がし

てきたことを記録したものを自分で点検することが

できる-｣｡http://www.archives.gov/abouLus/

vision_mission_values.html､参照｡

(13)石田英敬 ｢フーコー､もうひとつのデイスクー

ル理論｣山中桂一 ･石田英敬編 『シリーズ言語態

1 言語態の問い』東京大学出版会､2001年､に

よるミシェル ･フーコー 『知の考古学』のプレオ

リジナル稿の紹介 ･分析を参照｡

(14)MichelFoucault,L'arche'ologiedusavoir,gd.

Gallimard,1969,pp.169-173(ミシェル ･フー

コー 『知の考古学』中村雄二郎訳､改訳新版､河

出書房新社､1981年､198-202ページ)､および､

石田英敬 ｢メディア分析とデイスクール理論-

フーコー ｢言表-モノ｣理論をめぐって- ｣石

田英敬 ･小森陽一編 『シリーズ言語態5 社会の

言語態』東京大学出版会､2002年､288ページ以

下､参照｡

(15)前掲､｢フーコー､もうひとつのデイスクール理

論｣､326-329ページ､参照｡そこでも指摘されて

いるように､情報のネットワークの中で言葉が流

通するというイメージが社会的コミュニケーショ

ンとして一般化した ｢情報化社会｣においては､

あるいは人間を構成する遺伝子を人間の ｢情報｣

の､いわば ｢ア-カイヴズ｣のように考えられる

ようになった現代においては､こうした見解を違

和感なく読めるが､実際には､1960年代半ばに書

かれていたのであり､そのことを踏まえるなら､い

わゆる ｢情報化｣という名の ｢すべてを言う｣と

いう欲望は､一過性のものでも､偏在的なもので

もなく､むしろ20世紀文化の様態として考える必

要があるだろう｡
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(16)厳密に言えば､例えば､情報公開法第2条第2

項ただし書2号において､｢公文書館その他の機

関｣の ｢歴史的若しくは文化的な資料叉は学術研

究用の資料として特別の管理がされているもの｣

は適用除外とされているのだが､｢情報公開で見ら

れた文書が､非現用となって見られなくなるのは

おかしい｣などという議論がア-カイヴズにおけ

る公開を促進しているように､情報公開法や個人

情報保護に関する制度は､ア-カイヴズをいわば

間接的に規定することになっていると言うことも

できるだろう｡

(17)例えば､小川千代子 ｢アーカイブズ/情報公

開/文書管理/平等閲覧からアカウンタビリ

ティーへ｣『記録と史料』第9号､1998年､参照｡
(18)ちなみに､この語は､｢数える｣を意味する古フ

ランス語の動詞aconterに由来する｡

(19)字賀克也 『情報公開法の逐条解説 〔第2版〕』有

斐閣､2000年､14ページ以下､参照｡また､情報

公開法の ｢説明責任｣の概念が暖味だと批判した

ものとして､桧井茂記 『情報公開法入門』岩波新

書､2000年､27ページ､参照｡

(20)もっとも､情報公開法では､｢主権者｣への ｢ア

カウンタビリティー｣という論理を採りながらも､

外国人や法人にも開示請求権が保障されている｡

この点の事情について､｢外国人を排除すべき理由

もないし､外国人を排除すれば諸外国から日本の

閉鎖性を批判されるのは目に見えている｡ また､

特殊な歴史的事情として､日本には多数の在日韓

国 ･朝鮮人が生活しており､これらの人を開示請

求権者から排除すべきとは思われない｣(前掲､『情

報公開法入門』､60…61ページ)とされている｡確

かに､政治的に妥当な選択であるにせよ､｢アカウ

ンタビリティー｣という概念の限界が露呈している

と言わざるを得ない｡

(21)前掲､｢アーカイブズ/情報公開/文書管理/

平等閲覧からアカウンタビリティーへ｣､参照｡

(22)寺崎昌男 ｢大学ア-カイヴズ(archives)とはな

にか｣寺崎昌男 ･別府昭郎 ･中野実編 『大学史を

つくる- 沿革史編纂必携- 』東信堂､1994

年､20ト202ページ(初出 :『東京大学史紀要』第

4号､1983年7月)｡

(23)別府昭郎 ｢ドイツの大学文書館を見て｣『大学史
をつくる- 沿革史編纂必携- 』東信堂､1994

年､328ページ｡

(24)中世の大学の自治が ｢民主的｣と評されること

があるが､後で述べるように､｢自治｣と ｢民主

的｣なものとは必ずしも同一のものではなく､区

別する必要がある｡

(25)俸給制については､横尾壮英 『大学の誕生と変

貌- ヨーロッパ大学史断章』来信堂､1999年､

第3章､参照｡ドイツを例に取った､国王による

大学への干渉については､高木英明 『大学の法的

地位と自治機構に関する研究- ドイツ･アメリ

カ･日本の場合- 』多賀出版､1998年､41ペー

ジ以下､参照｡

(26)この点については､上山安敏 『法社会史』みす

ず書房､1966年､参照｡

(27)高木英明､前掲､は､この点について､18世紀

ドイツの大学は､｢完全に営造物化したとみなすこ

とも可能である｣一方で､｢慣習的な団体の権利を

保持し｣ており､公法人 ･公法上の社団と営造物

という ｢法制的二重性格｣を持つことになったと

しており(同書､45-46ページ)､ここでもこの見解

に従い､とくに営造物的な性格を強調しないが､

いずれにせよ､国家の法による保障や承認を要す

るようになったという意味で､中世におけるそれと

は全く異なるものになったという点については強

調しておきたい｡

(28)南原繁 『南原繁著作集 第2巻 フィヒテの政

治哲学』岩波書店､1973年､182ページ以下､参

照 ｡

(29)カント ｢啓蒙とは何か｣福田喜一郎訳 『カント

全集 14』岩波書店､2000年､参照｡

(30)前掲､『南原索著作集 第2巻 フィヒテの政治

哲学』､参照｡

(31)註(2)を参照されたい｡

(32)註(27)を参照されたい｡

(33)U.リンス ｢大学と国家｣田島照久訳､大西健夫

編 『現代のドイツ6 大学と研究』三修社､1981

年､93ページ｡
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(34)契機となったのは､1997年12月の行政改革会

議の最終報告とされている｡

(35)舟田正之 ｢特殊法人論｣雄川一郎 ･塩野宏 ･園

部逸夫編 『現代行政法大系 第7巻 行政組織』

有斐閣､1985年､267ページ以下､参照｡

(36)藤田宙靖 ｢国立大学 と独立行政法人制度｣

『ジュリスト』No.1156､1999年6月1日号､参照｡

(37)石井紫郎 ｢『学術公法人』私案- 『独立行政法
人』の対案｣『ジュリス ト』No.1178､2000年6月
1日号､参照｡

(38)同前､49ページ｡

(39)蓮賓重彦 『私が大学について知っている二､三

の事柄』東京大学出版会､2001年､および､同

『知性のために』岩波書店､2000年､参照｡

(40)前掲､『私が大学について知っている二､三の事

柄』､123-124ページ｡

(41)前掲､『知性のために』､127-130ページ｡

(42)同前､122ページ｡

(43)同前､107-108ページ｡

(44)前掲､『私が大学について知っている二､三の事

柄』､96-97ページ｡

(45)松下圭一 ｢市民文化の可能性 と自治｣桧下圭

一 ･西尾勝 ･新藤宗幸福 『岩波講座 自治体の構

想5 自治』岩波書店､2002年､2ページ｡

(46)カール ･シュミット 『憲法論』阿部照哉 ･村上

義弘訳､みすず書房､1974年､316ページ｡

(47)前掲､｢市民文化の可能性と自治｣､19ページ以

下､参照｡

(48)同前｡

(49)分権改革を ｢団体自治｣｢住民自治｣に区別し

て論じたものとしては､例えば､西尾勝 ｢分権改

革の到達点と課題｣松下圭一 ｡西尾勝 ･新藤宗幸

福 『岩波講座 自治体の構想1 課題』岩波書店､

2002年､参照｡

(50)《他者≫問題の観点から近代的人権概念をラディ

カルに批判しているものとして､ジョルジョ･ア

ガンベン 『人権の彼方に- 政治哲学ノート』高

桑和巳訳､以文社､2000年､参照｡また､憲法学

の立場から､人権の ｢承認主体｣の脱領域化の可

能性を示唆したものとして､石川健治 ｢人権論の

視座転換- あるいは 『身分』の構造転換｣『ジュ
リスト』No.1222､2002年5月1･15日号､参照｡

(51)松元忠士 『ドイツにおける学問の自由と大学自

治- その歴史的生成と展開』敏文堂､1998年､

とりわけ第五章､参照｡

(52)前掲､『憲法論』､205ページ､参照｡また､｢制

度的保障｣ないし ｢制度体保障｣については､石

川健治 『自由と特権の距離- カール ･シュミッ

ト ｢制度体保障｣論 ･再考』日本評論社､1999

年､参照｡

(53)蟻川恒正 ｢国立大学法人論｣『ジュリス ト』
No.1222､2002年5月1･15日号､参照｡

(54)同前､61ページ､および66ページ｡

(55)economyの語源が､｢家政｣を意味するギリシ

ア語oikonomiaであることを想起されたい｡

(56)前掲､『自由と特権の距離- カール ･シュミッ

ト｢制度体｣保障論 ･再考』､233ページ｡

(57)同前､103ページ以下､参照｡
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